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■自主財源（市が自主的に収入できる財源）
■依存財源（国や県に頼った財源）

歳入額 406億3,222万6千円
（前年比　+27億5,270万9千円）

歳出額 394億3,052万6千円
（前年比　+27億8,082万4千円）

－ ともにつくる 一人ひとりが主役の ひた －

■水道事業
予算区分 執行額
収益的収入
収益的支出
資本的収入
資本的支出

9億2,564万円
7億9,828万2千円
1億2,380万4千円
3億6,538万8千円

日
田
市
の
財
政
状
況

平
成
29
年
度

　
市
民
の
皆
さ
ん
に
納
め
て
い
た
だ
い

た
税
金
の
ほ
か
、
国
・
県
か
ら
の
支
出

金
や
地
方
交
付
税
な
ど
が
、
ど
れ
く
ら

い
入
り
（
歳
入
）
、
ど
の
よ
う
な
事
業

に
ど
れ
く
ら
い
使
わ
れ
た
の
か
（
歳

出
）
な
ど
、
市
の
財
政
状
況
に
つ
い

て
、
平
成
29
年
度
決
算
と
平
成
30
年
度

上
半
期
（
４
〜
９
月
）
の
状
況
を
お
知

ら
せ
し
ま
す
。

　
平
成
29
年
度
の
決
算
は
、
歳
入
総
額
４

０
６
億
３
２
２
２
万
６
千
円
、
歳
出
総
額

３
９
４
億
３
０
５
２
万
６
千
円
と
な
り
ま

し
た
。

　
歳
出
に
つ
い
て
は
、
平
成
29
年
７
月
九

州
北
部
豪
雨
の
影
響
に
よ
る
災
害
復
旧
等

に
係
る
事
業
費
が
発
生
し
た
た
め
、
前
年

に
比
べ
約
28
億
円
の
増
額
と
な
っ
て
い
ま

す
が
、
基
金
等
の
活
用
に
よ
る
健
全
な
財

政
運
営
を
行
い
ま
し
た
。

【
歳
入
】

　
市
に
入
っ
た
平
成
29
年
度
の
一
般
会
計

の
歳
入
は
４
０
６
億
３
２
２
２
万
６
千
円

で
し
た
。
そ
の
内
訳
は
、
皆
さ
ん
か
ら
納

め
て
い
た
だ
い
た
市
税
が
歳
入
総
額
の

19
・
６
％
を
占
め
、
79
億
８
０
０
３
万
円

と
な
り
、
国
か
ら
の
地
方
交
付
税
は
、

１
３
４
億
７
６
４
５
万
８
千
円
と
な
っ
て

い
ま
す
。

【
歳
出
】

　
歳
出
決
算
を
性
質
別
に
み
る
と
、
高
齢

者
や
児
童
な
ど
に
対
し
て
行
う
様
々
な
支

援
に
要
す
る
扶
助
費
が
81
億
５
９
２
８
万

４
千
円
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　
次
い
で
、
施
設
の
維
持
管
理
な
ど
に
要

す
る
経
費
で
あ
る
物
件
費
が
59
億
１
６
８

３
万
１
千
円
、
特
別
職
や
職
員
の
給
与
、

議
員
の
報
酬
な
ど
の
人
件
費
が
56
億
４
１

０
５
万
２
千
円
、
建
設
事
業
を
行
う
と
き

な
ど
に
借
入
し
た
市
債
を
返
済
す
る
た
め

の
公
債
費
が
46
億
６
４
６
１
万
８
千
円
、

公
共
施
設
の
新
・
増
築
な
ど
に
要
す
る
普

通
建
設
事
業
費
が
45
億
３
２
０
７
万
２
千

円
、
個
人
や
各
種
団
体
へ
の
補
助
金
交
付

な
ど
の
補
助
費
等
が
29
億
８
１
７
７
万
７

千
円
な
ど
と
な
っ
て
い
ま
す
。

給水人口：48,980人／配水量：5,266,078㎥
１日最大配水量：16,328㎥
１日平均配水量：14,428㎥
一人１日最大配水量：333ℓ
総有収水量：4,574,185㎥／有収率：86.86％
■下水道事業

予算区分 執行額
収益的収入
収益的支出
資本的収入
資本的支出

19億6,016万9千円
19億4,712万2千円
7億1,594万7千円
11億4,695万6千円

整備済面積：1,215.2ｈａ
処理区域内人口：45,253人
水洗化人口：41,042人／水洗化率：90.7％

■基金残高

190億9,286万6千円

200億5,373万2千円

206億5,221万2千円

※条例に基づいて設置している基金は、特定の目的のために
活用する貯金です。

※平成29年４月から下水道事業（公営企業）会計となった
ことから、平成29年度と比較するために、平成27・28
年度の基金残高及び地方債残高から下水道事業分を控除
しています。

※人件費や扶助費、公債費など毎年必要となる経費を、市税
や地方交付税を中心とする比較的安定している収入で割っ
た指数が経常収支比率です。この比率が低いほど、道路や
橋、学校などの公共施設の建設事業等に一般財源を充てる
ことができます。
※一般財源とは、歳入のうち市税などのように使途が特定され
ず、どのような経費にも使用することができる資金。

※市民一人当たりの額は、平成30年３月31日現
在の人口66,171人で算出しています。

91.2％

93.2％

■経常収支比率

■地方債残高

449億1,798万7千円

441億1,977万5千円

431億678万1千円

１人当たり
約65万円

日田市の財政状況を見る！
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■一般会計決算規模の推移

373億
2,882万9千円

388億
1,086万3千円

394億
3,052万6千円

360

380

400

420 歳入
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平成29年度平成28年度平成27年度

378億
7,951万7千円

366億
4,970万2千円

406億
3,222万6千円

■歳出（目的別）

総務費（50億8,923万円）12.9％

民生費（134億9,136万3千円）34.2％

衛生費（30億4,412万4千円）7.7％

商工費（10億1,908万1千円）2.6％
土木費（32億4,516万9千円）8.2％

教育費（40億666万8千円）10.2％

公債費（46億6,461万8千円）11.8％

その他（31億8,117万1千円）8.1％

農林水産業費（16億8,910万2千円）4.3％

※特定の事業を行うために一般会計と区別して設置してい
る特別会計は、全ての会計区分において黒字又は歳入歳
出同額決算となりました。

■特別会計（■は歳入、 は歳出）
会計区分 決算額

国民健康保険

後期高齢者医療

介護保険

診療所事業

簡易水道事業

給水施設事業

特定環境保全公共下水道事業

農業集落排水事業

住宅新築資金等貸付事業

情報センター事業

104億446万2千円
100億312万円

8億5,791万1千円
8億5,643万7千円
68億5,628万8千円
68億2,010万4千円

1億6,055万円
1億6,055万円

6億5,898万8千円
6億5,218万円
3,543万9千円
3,297万9千円
3,181万8千円
3,181万7千円

2億6,710万7千円
2億6,701万3千円

263万7千円
263万7千円

6億7,937万2千円
6億7,926万6千円

市税（19.6％）
79億8,003万円人件費（14.3％）

56億4,105万2千円

扶助費（20.7％）
81億5,928万4千円

物件費（15.0％）
59億1,683万1千円

補助費等（7.6％）
29億8,177万7千円

貸付金（2.0％）
7億6,965万1千円

繰出金
（10.3％）
40億
8,336万4千円

その他（2.3％）
9億896万4千円

公債費（11.8％）
46億6,461万8千円

普通建設事業費
（11.5％）
45億
3,207万2千円

災害復旧事業費
（4.5％）
17億7,291万3千円

自主財源
32.7%

依存財源
67.3%

歳入合計
406億
3,222万
6千円

歳出合計
394億
3,052万
6千円

使用料及び手数料
（1.7％）
7億897万6千円

繰入金（4.9％）
19億7,907万円

繰越金（3.0％）
12億2,981万5千円

諸収入（2.1％）
8億6,161万9千円

その他（1.4％）
5億6,292万2千円

地方消費税交付金
（3.0％）
12億3,883万5千円

地方交付税（33.2％）
134億7,645万8千円

国庫支出金
（12.9％）
51億
9,969万1千円

県支出金
（7.2％）
29億2,061万9千円

市債（9.6％）
38億9,803万9千円

その他（1.4％）
5億7,615万2千円
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上半期の財政状況平成30年度

９月末収入済額（収入率）

予算現額

■一般会計　歳入予算の執行状況
■特別会計　歳入・歳出予算の執行状況

■市税の収入状況

問財政課財政係☎㉒８６３４（市役所４階）

（平成30年９月30日現在）

※市民１人当たりの額は、平成30年９月30日
現在の人口65,962人で算出しています。

－ ともにつくる 一人ひとりが主役の ひた －

※（　）内は収入済額に対する市民１人当たりの金額。

※（　）内は収入済額に対する市民１人当たりの金額。

日田市の財政状況を見る！

 

■一般会計　歳出予算の執行状況

※（　）内は支出済額に対する市民１人当たりの金額。

　

■市有財産の状況

山林
その他

12,928,476.44m2

9,270,433.90m2

440,415.41m2

419,220千円
314,026千円

18,211,907千円

建物 
有価証券 
出資金 

基金（積立金）

土地

■地方債の残高

一般会計　354億6,564万5千円

簡易水道事業特別会計
23億1,188万円

農業集落排水事業特別会計
20億1,336万6千円

情報センター事業特別会計
5億6,009万8千円

その他
2億1,356万4千円

９月末支出済額（支出率）

予算現額

■水道事業

予算区分 執行額
収益的収入
収益的支出
資本的収入
資本的支出

4億1,509万7千円
1億6,715万5千円

553万8千円
1億779万5千円

予算区分 執行額
収益的収入
収益的支出
資本的収入
資本的支出

5億6,285万6千円
2億4,228万9千円
3億1,275万2千円
3億1,864万9千円

給水人口：48,980人
配水量：2,584,636㎥
1日最大配水量：15,835㎥
1日平均配水量：14,124㎥
一人1日最大配水量：323ℓ
総有収水量：2,301,336㎥
有収率：89.04％

■下水道事業

整備済面積：1,215.2ｈａ
処理区域内人口：45,253人
水洗化人口：41,042人
水洗化率：90.7％

86億1,918万8千円
39億7,473万7千円（46.1％）
38億4,818万3千円（44.6％）

国民健康保険

2億5,446万3千円（28.7％）
1億6,291万円（18.4％）

8億8,680万2千円
後期高齢者医療

71億5,735万4千円
27億9,890万2千円（39.1％）
28億8,023万8千円（40.2％）

介護保険

1億8,626万5千円
2,822万1千円（15.2％）
6,522万9千円（35.0％）

診療所事業

予算現額
９月末収入済額（収入率）
９月末支出済額（支出率）

6,775万6千円（11.2％）
6億662万6千円

1億9,395万円（32.0％）
簡易水道事業

1,866万5千円
156万円（8.4％）
482万円（25.8％）

給水施設事業

550万9千円（12.0％）
4,593万7千円

1,199万6千円（26.1％）
特定環境保全
公共下水道事業

901万2千円（4.1％）
2億1,919万7千円

9,591万6千円（43.8％）
農業集落排水事業

89万8千円（44.1％）
203万8千円

2万9千円（1.4％）
住宅新築資金等

貸付事業

1億797万3千円（16.7％）
6億4,814万円

2億5,032万2千円（38.6％）
情報センター事業

28億8,927万1千円
28億8,316万8千円

13億9,993万7千円（48.6％）
市民税

（2万1,223円）

39億
3,405万6千円

37億1,238万7千円

22億6,628万5千円（61.0％）
固定資産税

（3万4,357円）

2億4,194万3千円
2億3,178万5千円

2億2,496万3千円（97.1％）
軽自動車税
（3,410円）

2億3,435万9千円
4億5,769万6千円

2億3,432万3千円（51.2％）

市たばこ税
（3,552円）

調定額（歳入の内容を調査し、収入すべき金額のこと）
９月末収入済額（予算現額に対する収入率）

予算現額

2,153万6千円
4,688万4千円

1,978万9千円（42.2％）
入湯税

（300円）

4億5,524万1千円
4億2,650万5千円

2億5,913万1千円（60.8％）
都市計画税
（3,928円）

77億5,842万5千円
44億442万9千円（56.8％）

市税
（6万6,772円）

119億8,361万円
82億539万1千円（68.5％）

地方交付税
（12万4,396円）

95億3,965万8千円
18億4,178万2千円（19.3％）

国県支出金
（2万7,922円）

1億4,152万9千円
4,598万7千円（32.5％）

分担金・負担金
（697円）

7億1,401万3千円
2億9,082万2千円（40.7％）

使用料・手数料
（4,409円）

34億3,190万円
（0％）

市債
（0円）

17億9,869万2千円（28.6％）
62億9,203万円その他

（2万7,269円）

21億7,262万9千円（47.0％）
46億2,294万8千円

（3万2,938円）
その他

39億9,484万4千円
1億6,020万3千円（4.0％）（2,429円）

災害復旧費

34億8,337万2千円
14億1,035万1千円（40.5％）（2万1,381円）

教育費

9億1,746万2千円
4億7,913万3千円（52.2％）（7,264円）

消防費

38億5,113万円
11億508万5千円（28.7％）（1万6,753円）

土木費

10億7,302万8千円
5億6,880万7千円（53.0％）（8,623円）

商工費
3億6,215万1千円（20.8％）

17億4,083万6千円
（5,490円）
農林水産業費

9,022万9千円（87.8％）
1億280万6千円

（1,368円）
労働費

8億5,899万1千円（29.7％）
28億9,524万円

（1万3,023円）
衛生費

45億6,803万8千円（37.0％）（6万9,253円）
民生費 123億

3,694万3千円

12億4,967万円（27.2％）
45億8,671万2千円

（1万8,945円）
総務費

1億3,403万4千円（52.4％）
2億5,584万4千円

（2,032円）
議会費
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